

































■第2セッション 2009年2月16日(月) 午後 1:30-6:00 
張思鋒(西安交通大学教授) 農村人口都市移住の問題について 
張 勝(西安交通大学准教授) 農民生産技術を革新する新しい農村金融メカニズムの構想 
胡 霞(中国人民大学准教授) 中国農業成長段階の変化と発展方向 
沈金虎(京都大学講師)    家族経営体制、経済発展と草原地域の砂漠化 
－中国草原地域の砂漠化の原因と今後の対策について－ 
 
■レセプション 2009年2月16日(月) 午後 6:00 於 カンフォーラ(京大正門横) 
 
■第3セッション 2009年2月17日(火) 午前 10:00-12:30 
大西広(京都大学教授) 中国農業史研究におけるチベット農奴制研究の意義について 
安部治平(青海民族学院講師) アムド=チベットの土地家畜所有について 






                  ２００８年１１月１1日 
（社）大阪能率協会 副会長 アジア・中国事業支援室最高顧問 















































すが、ＧＤＰ構成では 17％にすぎません。インドのＧＤＰは、2007年度で 1兆 660億ドルで、アジアでは日本、
中国に次いで第3位。アセアン10カ国合計の約90％に相当。一人当たりＧＤＰ823ドル。ＧＤＰ成長率、過去5
















































































































                           ０８．DEC．０８ 














































































 目的：運転手が会社に支払う諸費用の明朗化。会社の事故処理遅延や管理不足などの対応改善。     運転手が会
社支払っている駐車料８００元の削減。娯楽場所などを通過する場合の私的駐車料などの徴収禁止。ガソリンスタ









































 場所：人民広場および市政府前。  





































                                           １９．DEC．０８ 





暴動レベル０ ： 抗議行動のみ 破壊なし 
暴動レベル１ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以下（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ 
暴動レベル２ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以上（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ  
暴動レベル３ ： 破壊活動を含む抗議行動 一般商店への略奪暴行を含む   
暴動レベル４ ： 偶発的殺人を伴った破壊活動 




・日時 ： １１／１８、１９の両日。 
・場所 ： 甘粛省隴南市武都区。 









       王書記が群衆に「農民代表を選出して欲しい。その代表と協議する」と呼びかけても、農民側は「自分たち全
員が代表である」と言って譲らず、こう着状態が続いた。 
       午後７時半ごろ、突然４００人以上の群衆が警察の守備を突破し、市党委員会ビルに乱入した。市党委員会ビ
ルは前院・中院・後院の構成になっており、群衆は後院まで侵入し、大声でスローガンを唱えた。 
       午後１０時、政府側は武装警察を出動させ、群衆を正門外に押し出した。午後１２時ごろには野次馬が２０００人
以上にふくれ上がった。群衆は石や酒ビン、花火などを武装警察に投げつけた。 
       １１／１９の午前０時半、一部群衆が再び前院に突入し、３階まで駆け上がり戸や窓、事務設備などを破壊した。
さらに中庭に駐車中の公務車１１台を焼いた。その後、群衆は中院まで侵入し同様の破壊を行ない、そのままそ
こに居座った。この段階で門外にも１万人程の野次馬が集結した。 





























































⑧香港。 番外編．中小企業家のデモ。 暴動レベル０。 
１１／０３、珠江デルタで操業する中小企業の代表ら１００人が、香港のセントラルでデモを行なった。中央政府駐香港
連絡弁公室まで行進し、労働契約法の見直しの陳情書を提出した。 
 
２．政府の対応 
◎中央政府は、頻発する暴動への対策として、県党委員会書記に危機管理研修を受けさせる計画を発表。 
先日新しく発表された「中国共産党：党校工作条例」は、初めて県レベルの党委員会書記を党中央学校の研修プログラ
ムの対象とした。これにより、全国の２０００人近くの書記が研修を受けることになり、第１期に５００人が参加する見通し。今
回の研修の目新しいところはプログラムに、「社会安定の維持と突発事件への対応」という科目が組まれていることである。
その主旨は地方幹部の頻発する暴動への危機管理能力を高めることにある。  
 
以上 
 
 
